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平成１３年３月期 個別財務諸表の概要平成１３年３月期 個別財務諸表の概要平成１３年３月期 個別財務諸表の概要平成１３年３月期 個別財務諸表の概要
平成１３年 ５月１５日
上場取引所 東・大上場会社名 株式会社ワコール

コード番号 ３５９１ 本社所在都道府県 京都府
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役 経営管理部長

氏 名 末 昭 一 TEL (075)682-1010澤

決算取締役会開催日 平成１３年 ５月１５日 中間配当制度の有無 無
定時株主総会開催日 平成１３年 ６月２８日

１．１３年３月期の業績 （平成１２年 ４月 １日～平成１３年 ３月３１日）
（１）経営成績 （注）表示金額は百万円未満を切捨てております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１３年３月期 １２８，５６６ △ 2.6 ８，０５７ △21.4 ９，６１９ △12.0
１２年３月期 １３２，０１８ △ 4.1 １０，２４６ △ 8.3 １０，９３６ △13.4

１株当たり 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高潜 在 株 式 調 整 後当 期 純 利 益 当期純利益 1 経常利益率 経常利益率株当たり当期純利益 当 期 純 利 益 率
百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１３年３月期 ４，７４１ △26.1 ３０ ９９ ３．０ ５．０ ７．５
１２年３月期 ６，４１６ △14.1 ４１ ６３ ４．３ ６．０ ８．３

（注）①期中平均株式数 13年3月期 152,992,548 株 12年3月期 154,116,685 株
②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 配 当 性 向 株 主 資 本
中 間 期 末 （年 間） 配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
１３年３月期 １３ ５０ １３ ５０ ２，０４０ ４３．０ １．３
１２年３月期 １６ ５０ １６ ５０ ２，５４２ ３９．６ １．７

（３）財政状態

１株当たり総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 株 主 資 本
百万円 百万円 ％ 円 銭

１３年３月期 ２０１，７３４ １６２，０４６ ８０．３ １，０７２ ３３
１２年３月期 １８４，９６１ １５３，２９５ ８２．９ ９９４ ６７

（注）期末発行済株式数 13年3月期 151,116,685 株 12年3月期 154,116,685 株

２．１４年３月期の業績予想（平成１３年 ４月 １日～平成１４年 ３月３１日）

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり年間配当金
中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期 ６９，０００ ７，２００ ４，２００
通 期 １３１，０００ １０，３００ ６，０００ １３ ５０ １３ ５０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ３９円７０銭
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Ⅰ．貸借対照表Ⅰ．貸借対照表Ⅰ．貸借対照表Ⅰ．貸借対照表

当 期 前 期
科 目 増減金額

平成13年 3 月31日現在 平成12年 3 月31日現在

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

Ⅰ 流 動 資 産 ９６，５７５ 47.9 １１２，６１７ 60.9 △１６，０４１

現 金 及 び 預 金 ３７，３３４ ４５，５３６ △ ８，２０１
受 取 手 形 １，８８２ ２，１６３ △ ２８０
売 掛 金 １４，８６９ １６，５５７ △ １，６８８
有 価 証 券 １８，０７９ ２４，１６１ △ ６，０８２
製 品 及 び 商 品 １７，１２６ １７，１８９ △ ６２
原 材 料 １５４ １０３ ５１
仕 掛 品 ４４ ５１ △ ７
有 償 支 給 材 料 ２，５７９ ２，５０１ ７７
短 期 貸 付 金 ８１４ ４２３ ３９１
繰 延 税 金 資 産 ３，３５８ ２，９３０ ４２８
そ の 他 ５５３ １，１８３ △ ６３０
貸 倒 引 当 金 △ ２２２ △ １８５ △ ３７

Ⅱ 固 定 資 産 １０５，１５８ 52.1 ７２，３４３ 39.1 ３２，８１４

１．有 形 固 定 資 産 ４９，０３０ 24.3 ５０，３４９ 27.2 △ １，３１８

建 物 ２４，０８８ ２５，２８０ △ １，１９２
構 築 物 ５７１ ６５２ △ ８０
機 械 装 置 １７ ２１ △ ３
車 両 運 搬 具 １８ １９ △ ０
工 具 器 具 備 品 ２，６１５ ２，６４８ △ ３３
土 地 ２１，７１８ ２１，７２６ △ ８

２．無 形 固 定 資 産 １，５７９ 0.8 ８７０ 0.5 ７０８

営 業 権 ６４３ ６４３
借 地 権 ５８５ ５８５
そ の 他 ３５０ ２８５ ６５

３．投資その他の資産 ５４，５４８ 27.0 ２１，１２３ 11.4 ３３，４２４

投 資 有 価 証 券 ４６，０４９ １３，４６６ ３２，５８２
子会社株式・出資金 ５，２６８ ４，８４６ ４２１
長 期 貸 付 金 ８９８ １，４８７ △ ５８８
施 設 借 用 保 証 金 ８５８ ６８７ １７０
そ の 他 １，９６５ １，５２８ ４３６
貸 倒 引 当 金 △ ４９２ △ ６６８ １７６
投 資 評 価 引 当 金 △ ２２４ ２２４

資 産 合 計 ２０１，７３４ 100.0 １８４，９６１ 100.0 １６，７７３
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当 期 前 期
科 目 増減金額

平成13年 3 月31日現在 平成12年 3 月31日現在

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

Ⅰ 流 動 負 債 ２７，５７２ 13.7 ２５，８０８ 14.0 １，７６３

支 払 手 形 ５，９４７ ５，５５７ ３８９
買 掛 金 ６，０２７ ５，８０３ ２２３
未 払 金 ４，８７４ ３，１７７ １，６９６
未 払 費 用 ２１６ １３３ ８３
未 払 法 人 税 等 ２，９９０ ３，００２ △ １１
賞 与 引 当 金 ３，５５０ ３，７００ △ １５０
返 品 調 整 引 当 金 １，６７０ ２，２５０ △ ５８０
そ の 他 ２，２９５ ２，１８３ １１１

Ⅱ 固 定 負 債 １２，１１５ 6.0 ５，８５７ 3.1 ６，２５７

退 職 給 付 引 当 金 ３，９９４ ３，９９４
退 職 給 与 引 当 金 ３，６１５ △ ３，６１５
役員退職慰労引当金 ５３６ ５９２ △ ５６
繰 延 税 金 負 債 ６，９５１ １，０３４ ５，９１６
そ の 他 ６３２ ６１５ １６

負 債 合 計 ３９，６８７ 19.7 ３１，６６６ 17.1 ８，０２１

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 資 本 金 １３，２６０ 6.6 １３，２６０ 7.2

Ⅱ 資 本 準 備 金 ２５，２７３ 12.5 ２５，２７３ 13.7

Ⅲ 利 益 準 備 金 ３，３１５ 1.6 ３，３１５ 1.8

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金 １１０，７７２ 54.9 １１１，４４６ 60.2 △ ６７３

固定資産圧縮積立金 ２，５０３ ３５２ ２，１５０
固 定 資 産 圧 縮

特別勘定積立金 １，８７９ △ １，８７９
海外投資等損失準備金 ０ △ ０
配 当 平 均 積 立 金 ３，０００ ３，０００
別 途 積 立 金 １００，０００ ９４，０００ ６，０００
当 期 未 処 分 利 益 ５，２６９ １２，２１３ △ ６，９４３
（うち当期純利益） （ ４，７４１） ( ６，４１６) (△ １，６７４)

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ９，４２５ 4.7 ９，４２５

資 本 合 計 １６２，０４６ 80.3 １５３，２９５ 82.9 ８，７５１

負債及び資本合計 ２０１，７３４ 100.0 １８４，９６１ 100.0 １６，７７３
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Ⅱ．損益計算書Ⅱ．損益計算書Ⅱ．損益計算書Ⅱ．損益計算書

当 期 前 期
科 目 自平成12年4月 1日 自平成11年4月 1日 増減金額

至平成13年3月31日 至平成12年3月31日

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

Ⅰ 売 上 高 １２８，５６６ 100.0 １３２，０１８ 100.0 △ ３，４５２
Ⅱ 売 上 原 価 ６７，０８１ 52.2 ６９，２９３ 52.5 △ ２，２１１

売 上 総 利 益 ６１，４８４ 47.8 ６２，７２５ 47.5 △ １，２４１

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ５３，４２７ 41.5 ５２，４７８ 39.7 ９４８

営 業 利 益 ８，０５７ 6.3 １０，２４６ 7.8 △ ２，１８９

Ⅳ 営 業 外 収 益 １，６４４ 1.3 １，７３５ 1.3 △ ９０
受 取 利 息 ３５３ ２５３ ９９
受 取 配 当 金 ７８７ ７８３ ４
そ の 他 ５０３ ６９７ △ １９３

Ⅴ 営 業 外 費 用 ８２ 0.1 １，０４５ 0.8 △ ９６２
支 払 利 息 １４ １４ △ ０
そ の 他 ６８ １，０３０ △ ９６２

経 常 利 益 ９，６１９ 7.5 １０，９３６ 8.3 △ １，３１６

Ⅵ 特 別 利 益 ７，０３７ 5.4 １，１９９ 0.9 ５，８３８
固 定 資 産 売 却 益 ８８ ６９４ △ ６０６
投資有価証券売却益 ３６８ ５０４ △ １３６
退職給付信託設定益 ６，５８１ ６，５８１

Ⅶ 特 別 損 失 ８，４９９ 6.6 １，１２３ 0.9 ７，３７６
固 定 資 産 廃 棄 損 ８５ ２２４ △ １３９
貸 倒 損 失 ３２４ ３２４
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ３２７ △ ３２７
退職給付に係る
会計基準変更時差異 ７，７１３ ７，７１３

子 会 社 支 援 損 １０９ ７１ ３７
役員退職特別功労金 ５００ △ ５００
そ の 他 の 特 別 損 失 ２６７ ２６７

税 引 前 当 期 純 利 益 ８，１５７ 6.3 １１，０１１ 8.3 △ ２，８５４

法人税 ､住 民税及び事業税 ４，７８０ 3.7 ４，８３０ 3.6 △ ５０
法 人 税 等 調 整 額 △ １，３６４ △1.1 △ ２３４ △0.2 △ １，１３０

当 期 純 利 益 ４，７４１ 3.7 ６，４１６ 4.9 △ １，６７４

前 期 繰 越 利 益 ３，３３０ ２，５１１ ８１８

過 年 度 税 効 果 調 整 額 １，６６１ △ １，６６１

税効果会計適用に伴う取崩額
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２５６ △ ２５６
固定資産圧縮特別勘定積立金 １，３６６ △ １，３６６
海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 ０ △ ０

自 己 株 式 消 却 額 ２，８０２ ２，８０２

当 期 未 処 分 利 益 ５，２６９ １２，２１３ △ ６，９４３
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Ⅲ．利益処分案Ⅲ．利益処分案Ⅲ．利益処分案Ⅲ．利益処分案

当 期 前 期
科 目 自平成12年 4月 1日 自平成11年 4月 1日 増 減 金 額

至平成13年 3月31日 至平成12年 3月31日

百万円 百万円 百万円
当 期 未 処 分 利 益 ５，２６９ １２，２１３ △６，９４３

固定資産圧縮積立金取崩額 ６７ ５１ １６

固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 １，８７９ △１，８７９

海外投資等損失準備金取崩額 ０ △ ０

合 計 ５，３３７ １４，１４５ △８，８０７

株 主 配 当 金 ２，０４０ ２，５４２ △ ５０２

１株につき13円50銭 １株につき16円50銭
普通配当 13円50銭 普通配当 13円50銭

記念配当 3円00銭

役 員 賞 与 金 ６０ ７０ △ １０
（うち取締役賞与金） （ ５６） （ ６６） （△ １０）
（うち監査役賞与金） （ ３） （ ３） （ ０）

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２，２０１ △２，２０１

別 途 積 立 金 ６，０００ △６，０００

次 期 繰 越 利 益 ３，２３７ ３，３３０ △ ９３
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＜個別財務諸表作成の基本となる事項＞＜個別財務諸表作成の基本となる事項＞＜個別財務諸表作成の基本となる事項＞＜個別財務諸表作成の基本となる事項＞

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社及び関連会社株式･･････ 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの････････････ 期末決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております）

時価のないもの････････････ 移動平均法による原価法
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法･･ 先入先出法による低価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産････････････････････定率法（但し、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を

除く）については定額法）
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物 5～50年
年機械装置及び車両運搬具 6～12

工具器具備品 5～20年
(2) 無形固定資産････････････････････定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能
期間（５年）による定額法

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金･････････････････････ 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金･････････････････････ 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。

(3) 返品調整引当金･････････････････ 売上高と戻り高の対応関係を明確にするため、過去の返品率等を勘案し、
将来の返品に伴う損失予想額を計上しております。

(4) 退職給付引当金･････････････････ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を
計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金･････････････ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給に関する内
規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

＜追加情報＞＜追加情報＞＜追加情報＞＜追加情報＞

１．退職給付会計
当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会
平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付
費用が６０４百万円増加し、経常利益は６０４百万円減少しております。また、退職給付会計移行時差異
７，７１３百万円を当期にて一括償却するとともに、保有有価証券の信託への拠出による退職給付信託設定
益６，５８１百万円を計上しているため、これらの結果、税引前当期純利益は１，７３７百万円減少してお
ります。

２．金融商品会計
当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会
平成１１年１月２２日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益
は２６７百万円増加し、税引前当期純利益は１６４百万円増加しております。
また、当期から有価証券のうち１年以内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外
は投資有価証券としております。その結果、期首時点での流動資産の有価証券は６，１１４百万円減少し、
投資有価証券は同額増加しております。

３．外貨建取引等会計処理
当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企
業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。なお、この変更に伴う損益への影響は軽
微であります。
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＜注記事項＞＜注記事項＞＜注記事項＞＜注記事項＞
（ 当 期 ） （ 前 期 ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 25,636百万円 24,115百万円

２．自己株式は、その他の流動資産に含めて記載しております。
0千株 0千株
0百万円 0百万円

３．リース取引に関する事項

（１）所有権移転外ファイナンスリース

①取得価額相当額、減価償却累計額
相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

(工具器具備品) (工具器具備品)

取 得 価 額 相 当 額 328百万円 421百万円
減価償却累計額相当額 245 270
期 末 残 高 相 当 額 83 151

②未経過リース料期末残高相当額

一 年 以 内 53百万円 81百万円
一 年 超 91 135
合 計 144 216

なお、未経過リース料残高に重要性がないため、上記の金額は支払利子
込み法により算定しております。

③支払リース料等

支 払 リ ー ス 料 89百万円 82百万円
減 価 償 却 費 相 当 額 79 80

（２）オペレーティングリース
未経過リース料

一 年 以 内 233百万円 306百万円
一 年 超 53 269
合 計 287 576

４．当期中の発行済株式数の減少内訳
利益による自己株式消却 3,000千株 千株
株式の取得価額の総額 2,802百万円 百万円

５．当期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当期の末日は金融機関の休日であったため、期末日満期受取手形49百万円が当期末残高に
含まれております。

６．関連会社株式で時価のあるもの
（ 当 期 ）

貸 借 対 照 表 計 上 額 1,263百万円
時 価 1,985
差 額 721

７．保証類似行為残高
（ 当 期 ）

子会社の金融機関からの借入金等
に対する経営指導念書の差入れ 2,893百万円(4社)
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８．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（ 当 期 ）

繰延税金資産
在庫評価減否認 963百万円
退職給付引当金損金算入限度超過額 824
賞与引当金損金算入限度超過額 751
返品調整引当金損金算入限度超過額 686
長期前払費用否認 357
未払事業税否認 223
貸倒引当金損金算入限度超過額 197
減価償却超過額否認 143
その他 873
繰延税金資産合計 5,022

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △6,838
固定資産圧縮積立金 △1,770
その他 △ 5
繰延税金負債の合計 △8,615

繰延税金資産（負債）の純額 △3,592
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（平成１３年６月２８日）Ⅳ 役員の異動Ⅳ 役員の異動Ⅳ 役員の異動Ⅳ 役員の異動．．．．

（１）新任取締役候補

柏谷 久美 （人間科学研究所長）

（２）新任監査役候補

墨 征治 （WACOAL AMERICA INC. 副会長）

（３）退任予定取締役

中野 清 （常務取締役）

（４）退任予定監査役

小野 泰生 （常勤監査役）


